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給水装置テキスト新旧対照表 

改正後（案） 現行 

○第４章 給水装置工事の申込 ○第４章 給水装置工事の申込 

追加 

 

 

 

 

第２節 工事申込から完成検査 第２節 工事申込から完成検査 

１．工事申込受付 １．工事申込受付 

指定工事店は給水装置工事申込に必要な書類（表４－２）が整えば、営

業課給排水審査担当班に提出すること。 

指定給水装置工事事業者は給水装置工事申込に必要な書類（表４－

２）が整えば、営業課給水審査担当班の受付窓口に提出すること。 

２．施工承認・納入通知書の発行 ２．施工承認・納入通知書の発行 

設計審査の結果、適正なものに施工承認書及び給水工事分担金、手

数料納付書を発行する。 

及び給水工事分担金、手数料納付書を発行する。なお、申込書類に不

備があれば、設計審査担当者が電話で連絡するので速やかに指摘事項

について修正を行うこと。 
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(1) 施工承認書・給水工事分担金、手数料納付書の受取 (1) 施工承認書・給水工事分担金、手数料納付書の受取 

施工承認書・給水工事分担金、手数料納付書を受付の日から概ね5営業日

以降に給排水審査担当班に受取にくること。 

施工承認書・給水工事分担金、手数料納付書を発行するまでには、事

務処理に１週間程度要するため受付の日から１週間目以降に給水審査

担当班に受取にくること。 

(2) 納  付 (2) 納  付 

指定工事店は、上下水道局が発行した給水工事分担金、手数料納付書を

責任をもって申込者に渡すこと。また、申込者に納期を厳守するように

伝えること。 

指定給水装置工事事業者は、上下水道局が発行した給水工事分担金、

手数料納付書を責任をもって申込者に渡すこと。 

なお、営業課では申込手続きを処理するうえで納金の確認を必要とす

るので、申込者には、納期を厳守するように伝えること。 

(3) 工事写真 (3) 工事写真 

①  指示された撮影箇所を指示された方向から全景で撮影すること。 ① 指示された撮影箇所を指示された方向から撮影すること。 

⑥ 施工状況が確認できるようメーター周り、家屋外回り、家屋侵入

部、管種変更、分岐部、接続部、閉止部、ヘッダー部、パイプシャフト

部、その他必要とする箇所の写真撮影を行うこと。 
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表４－１  

 

 

表４－１ 
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表４－２ 

 

表４－２ 
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３．道路等の掘削占用並びに道路使用許可手続き ３．道路等の掘削占用並びに道路使用許可手続き 

(1) 国・県（道路・河川・港湾） (1) 国・県道 

 (2) 市道・里道及び水路、河川等 

   指定工事店が関係官庁等に占用許可申請を行うこと。 

 (3) 道路使用許可申請 

   指定工事店は、占用許可受領後、関係警察署に道路使用許可申請

を行い、各々許可受領後上下水道局の指定する日に分岐工事を行

うものとする。 

 (2) 市道・里道及び水路、河川等 

   指定給水装置工事事業者が関係官庁等に占用許可申請を行うこ

と。 

 (3) 道路使用許可申請 

   指定給水装置工事事業者は、占用許可受領後、関係警察署に道

路使用許可申請を行い、各々許可受領後上下水道局の指定する

日に分岐工事を行うものとする。 

４．設 計 変 更 ４．設 計 変 更 

指定工事店は、設計変更（配水管及び水栓の位置変更等を含む）をする

場合は、工事着手前に必ず給排水審査担当班に設計変更の申込を行い承

認を受け、処理について給排水審査担当班の指示に従うものとする。 

指定給水装置工事事業者は、設計変更（配水管及び水栓の位置変更等

を含む）をする場合は、工事着手前に給水審査担当班に設計変更の申

込を行い承認を受け、処理について給水審査担当班の指示に従うもの

とする。 

５．完 成 検 査 ５．完 成 検 査 

(1) 給水装置工事完成後、速やかに「給水装置新設（改造・修繕・撤

去）工事完成検査申込書」を提出し、検査を受けなければならない。な

お、この際、施工承認通知書と承認事項で指示された工事写真を添付す

ること。 

(1) 給水装置工事完成後、速やかに「給水装置新設（改造・修繕・撤

去）工事完成検査申込書」を提出し、検査を受けなければならない。

なお、この際、施工承認通知書と承認事項で指示された工事写真を添

付すること。 

(2) 完成検査については、「給水装置工事検査要綱」（資５７参照）に

基づき行うものとする。 

 

(2) 完成検査については、「給水装置工事検査要綱」に基づき行うも

のとする。 
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６．開   栓 

 (1) 指定工事店は、給水装置工事完成検査合格後速やかに「水道使用

開始届（新設用）」を提出し、貸与されたメーターを所定の場所に正し

く設置しなければならない。 

６．開   栓 

 (1) 指定給水装置工事事業者は、給水装置工事完成検査合格後速や

かに「水道使用開始届（新設用）」を提出し、貸与されたメーターを

所定の場所に正しく設置しなければならない。 

第３節 必 要 書 類 第３節 必 要 書 類 

 (1) 申込者及び利害関係人（土地所有者・家屋所有者・申請地以外で通

過する土地の所有者・分岐する水道管の所有者）の署名が必要な箇所は

必ず自筆が望ましい。 

(1) 申込者の署名が必要な箇所は必ず自筆のこと。 

(2) 申込者及び利害関係人の押印が必要な箇所は朱肉を使用して捺印す

ること。 

(2) 申込者の押印が必要な箇所は朱肉を使用して捺印すること。 

１．給水装置新設（改造・修繕・撤去）承認・工事設計審査申込書（施

行規程第２条－様式１号） 

１．給水装置新設（改造・修繕・撤去）承認・工事設計審査申込書

（施行規程第２条－様式１号） 

 ※給水装置の修繕工事のうち構造及び材質の変更を伴わない工事につ

いては、「給水装置修繕承認・工事設計審査申込書（様式３）」により

申請すること。 削除 

※給水装置の修繕工事のうち構造及び材質の変更を伴わない工事につ

いては、「給水装置修繕承認・工事設計審査申込書（様式３）」によ

り申請すること。 

２．道路等占用許可申請書 ２．道路占用許可申請書 

給水管を国道及び県道の管理する道路、河川、港湾等に布設する場合

は、上下水道事業管理者名で占用申請するため、次（表４－３）の書類

を提出すること。 

 

給水管を国道及び県道に布設する場合は、上下水道事業管理者名で占

用申請するため、次の書類を提出すること。 
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第４節 臨 時 給 水 第４節 臨 時 給 水 

１．臨時メーター使用の申込手続き 

 臨時メーターが必要な場合は、指定工事店が「臨時メーター使用願」

を上下水道局に提出し、上下水道局の指示した場所に設置すること。設

置については次のことに注意すること。 

１．臨時メーター使用の申込手続き 

  臨時メーターが必要な場合は、指定給水装置工事事業者が「臨時

メーター使用願」を上下水道局に提出し、上下水道局の指示した場所

に設置すること。設置については次のことに注意すること。 

(2) 臨時給水を必要としなくなった場合、指定工事店は速やかに貸与し

た臨時メーター及び付属品を洗浄して返却しなければならない 

(2) 臨時給水を必要としなくなった場合、指定給水装置工事事業者は

速やかに臨時メーターを返却しなければならない。 

２．臨時メーターの維持管理 ２．臨時メーターの維持管理 

指定工事店は、設置した臨時メーターの維持管理をしなければならな

い。万一、破損、逆付または紛失等をした場合は、責任をもって指定工

事店が弁償しなければならない。 

指定給水装置工事事業者は、設置した臨時メーターの維持管理をしな

ければならない。万一、破損または紛失等をした場合は、責任をもっ

て指定給水装置工事事業者が弁償しなければならない。 
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３．料      金 

  料金は、返却された臨時メーターの使用水量に臨時用料金の単価 

を乗じて得た額に100分の110を乗じて得た額とする。ただし、その額に

１円未満の端数が生じたときは、その端数を切り捨てる。 

  なお、指定工事店は、納付書を支払い義務者に渡すこと。 

３．料      金 

  料金は、返却された臨時メーターの使用水量に臨時用料金の単価

を乗じて得た額に100分の108を乗じて得た額とする。ただし、その額

に１円未満の端数が生じたときは、その端数を切り捨てる。 

  なお、指定給水装置工事事業者は、納付書を支払い義務者に渡す

こと。 

  

第５節 分担金の算定方法（条例第32条） 第５節 分担金の算定方法（条例第32条） 

１．新設の場合 １．新設の場合 

(1) 直結式給水、受水槽式給水及び直結給水と受水槽式給水を併用する

場合 

(1) 直結式給水、受水槽式給水及び直結給水と受水槽式給水を併用す

る場合 

直結式給水（設例 １） 逆止付に変更 直結式給水（設例 １） 

受水槽式給水（設例 ２） 逆止付に変更 受水槽式給水（設例 ２） 

直結式給水＋受水槽式給水（設例 ３） 逆止付に変更 直結式給水＋受水槽式給水（設例 ３） 

(2) １個のメーターで２戸以上が使用する場合 (2) １個のメーターで２戸以上が使用する場合 

（設例 ４） 逆止付に変更 （設例 ４） 

(3) 同一敷地内で既設給水装置のメーター上流より分岐して新設する場

合 

(3) 同一敷地内で既設給水装置のメーター上流より分岐して新設する

場合 

（設例 ５） 逆止付に変更 （設例 ５） 

２．改造の場合 ２．改造の場合 

(1) 同一敷地内で家屋を建て替える場合 (1) 同一敷地内で家屋を建て替える場合 
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① 既設の引込管を利用する場合 ① 既設の引込管を利用する場合 

（設例 ６） 逆止付に変更 （設例 ６） 

② 引込替えをする場合 ② 引込替えをする場合 

（設例 ７） 逆止付に変更 （設例 ７） 

(2) １戸に２個以上のメーターが設置されているものを１個のメーター

に統合する場合 

   統合後のメーター口径に係る分担金の額が、統合前の各メーター

口径に係る分担金の額の合計額を超える場合は、その差額を徴収する。

しかし、分担金の額が統合前より低くてもその差額は還付されない。 

(2) １戸に２個以上のメーターが設置されているものを１個のメータ

ーに統合する場合 

   統合後のメーター口径に係る分担金の額が、統合前の各メータ

ー口径に係る分担金の額の合計額を超える場合は、その差額を徴収す

る。 

（設例 ８） 逆止付に変更 （設例 ８） 

(3) １個のメーターで２戸以上が使用しているものを各戸メーターに替

える場合 

  切替後の各戸のメーター口径ごとに計算した分担金の額が、切替前

の既設メーター口径に係る分担金の額を超える場合は、その差額を徴収

する。しかし、分担金の額が統合前より低くてもその差額は還付されな

い。 

（設例 ９） 逆止付に変更 

(3) １個のメーターで２戸以上が使用しているものを各戸メーターに

替える場合    

切替後の各戸のメーター口径ごとに計算した分担金の額が、切替

前の既設メーター口径に係る分担金の額を超える場合は、その差額を

徴収する。 
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 (4) 同一敷地内で２以上の既設給水装置を撤去し、給水装置を新設す

る場合 

   新設メーター口径に係る分担金の額が撤去メーター口径に係る分

担金の額の合計額を超える場合は、その差額を徴収する。しかし、分担

金の額が統合前より低くてもその差額は還付されない。 

（設例 １０） 逆止付に変更 

 (4) 同一敷地内で２以上の既設給水装置を撤去し、給水装置を新設

する場合 

   新設メーター口径に係る分担金の額が撤去メーター口径に係る

分担金の額の合計額を超える場合は、その差額を徴収する。 

（設例 ９） 

第６節 給水装置工事の申込みの取消し 第６節 給水装置工事の申込みの取消し 

給水装置工事を申込み、施工承認後に当該工事を中止する場合は「給水

装置工事中止届」を提出しなければならない。その場合、分担金、手数

料、工事費（様式2）をすでに納入しているときは、設計審査手数料を除

き還付する。又、手数料が納入されていない場合は、設計審査手数料を

徴収する。 

給水装置工事を申込み、施工承認後に当該工事を中止する場合は「給

水装置工事中止届」を提出しなければならない。その場合、分担金、

手数料、工事費をすでに納入しているときは、設計審査手数料を除き

還付する。又、手数料が納入されていない場合は、設計審査手数料を

徴収する。 

 


